
令和６(2024)年度第１回栃木県流域下水道事業経営評価委員会 

次 第  

 

日時 令和６(2024)年 10 月３日（木） 午後２時～ 
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栃木県流域下水道事業の達成度評価（令和5年度末時点）

目標値 実績

Ⅰ維持整備 （達成度評価）

Ⅱ環境 １　計画通り進捗している　100％以上

Ⅲ経営 ２　計画とやや乖離がある　90％以上～100％未満

（経常収支比率） ３　計画と乖離がある　90％未満

Ⅲ経営 （達成度評価）

（企業債残高） １　計画通り進捗している　目標値以下
２　計画と乖離がある　目標値を超える

46 2

・耐震化工事等を前倒ししたことにより、企
業債の新規借入が増加した。

・企業債残高は概ね計画どおり推移し
ているものの、工事の前倒し等により企
業債の借入が増加し、目標値には到達
しなかった。

・R6企業債償還金に対し、新規借入予
定額が少ないため、企業債残高は減少
が見込まれる。

85 93 82
1

（109％）

・令和５年度に下水汚泥等をセメント原料に
できる新たな処理先を追加し、93％が有効
利用された。

・下水汚泥有効利用可能な処理先への
搬出調整を行い、目標以上の有効利用
を行うことができた。

Ⅲ

経営

５
財政
マネジ
メント
の向
上

⑪地方公
営企業法
の適用

経常収支比率 ％ －

・R6年度予算についてもR5年度と同様
に電気料金高騰を見込んで編成してい
るため、現時点では黒字となることを見
込んでいるが、引き続き費用節減等の
経営効率化に努める。

企業債残高 億円 107 78 79.9

100以上 110.2 100以上
1

(110%）

・予算時に電気料金等の高騰を見込み、市
町負担金を増額したが、電気料金が当初の
想定を下回ったことから経常利益が発生し
た。
・累積欠損金は当年度純利益により解消。
未処分利益剰余金は「利益積立金」として
処分するとともに、令和７年度市町負担金
に反映させる。

・電気料金が当初の想定を下回ったこ
とから、２年ぶりに目標値を達成した。
・今後も電気料金の予想が困難な状況
が続くため、引き続き動向を注視すると
ともに、経常収支比率が100％にできる
だけ近づくような運営に努める。

４
循環
型社
会へ
の貢
献

⑦下水道
資源の有
効利用

下水汚泥の
有効利用率

％ 71

4,102 4,000
1

（109％）

・各浄化センターで安定的な消化ガス発電、
処理場の適正運転に努め、4,102ｔのCO2を
削減した。

・発電設備の安定稼働と処理施設の節
電対策を実行し、目標以上の削減を行
うことができた。

・発電設備の適切な維持管理を実施
し、安定稼働に努める。
・引き続き処理施設の節電運用に努め
る。

・下水汚泥有効利用可能な処理先への
搬出を行い、引き続き有効利用拡大に
努める。

Ⅱ

環境

３
地球
温暖
化へ
の対
応

⑥温室効
果ガス排
出量の削
減

再生可能エネ
ルギー導入等
によるCO2削減
量

ｔ-CO2/
年

3,156 3,750

1
（100%）

・北那須浄化センターにおいて、導水渠の
耐震補強工事を実施した。

・計画通り耐震補強工事を実施すること
ができた。

・大岩藤浄化センターにおいて、沈砂池
ポンプ棟の耐震補強工事を実施する。

中継ポンプ場・
処理場の耐震
化率

％ 26 36 36
100

（全体53施設）

100
（全体431箇所）

1
（147%）

・重要な幹線管路の耐震化工事（マンホー
ルと管渠接続部の可とう化）を224箇所実施
した。なお、R11年度目標としていた431箇所
の対策が完了したことから、対象施設を広
げて対策を実施した。

・計画を上回る耐震化工事を実施する
ことができた。

・引き続き耐震化工事を実施する。

２
災害
に強
い下
水道
の実
現

④災害対
策の推進

幹線管渠の
耐震化率

％ 10 79 116

1
（100%）

・巴波川浄化センターにおいて、汚泥処理
設備更新工事（機械設備工事）を実施した。
（R4年度からの繰越工事）
・大岩藤浄化センターにおいて、汚泥処理
設備更新工事（電気設備工事）を実施した。
（R4年度からの繰越工事）

・主要施設の改築・更新について、計画
通りに実施することができた。

・巴波川浄化センターにおいて、事業用
水槽設備更新工事を実施する。

改築・更新を実
施した主要設
備数（累計）

設備

一巡目
（２５％）

一巡目
（100％）

一巡目
（100％）

三巡目
1

（100%）

・３処理区において、合計9.2kmの調査・点
検を実施した。一巡目の対象管渠130.4km
全線の調査・点検が完了した。

・幹線管渠の調査・点検について、計画
通りに実施することができた。

38 49 49 66

1
(100%)

・処理人口の増加に伴い、流入水量が現在
の処理能力を上回ることに対応するため、
県央浄化センター水処理施設増設工事（土
木・建築）を進捗させた。（R4年度からの継
続工事）

・ 幹線管渠の調査・点検を引き続き実
施する。

・県央浄化センター水処理施設増設工
事（土木・建築）について、適切な工程
管理を行い、計画的に進捗させること
ができた。

R6（2024）年度の取組予定 評価委員会の評価

Ⅰ

維持
整備

１
下水
道機
能の
維持
向上

処理場の
処理能力

千m3/日

（参考値）
H30（2018）

年度

R5（2023）年度 R11（2029）
年度

目標値
達成度評価

R5（2023）年度の状況
（R5（2023）年度の取組実績）

自己評価

・県央浄化センターにおいて、水処理施
設増設工事（機械・電気）に着手する。

206.9 210.7 210.7 223.6

①効果
的・計画
的な維持
管理の実

施

②ストック
マネジメン
トの推進

基本
目標

施策
目標

施策 成果指標 単位

老朽化した幹
線管渠の調
査・点検

―

資料１－１



令和5(2023)年度決算と経営戦略収支計画 資料１－２

（単位：百万円）

計画額
A

決算額
B

増減
B-A

備考

収益的収入 7,753 9,045 1,292

営業収益 3,408 4,768 1,360

維持管理負担金 2,751 3,857 1,106

受託事業収益 657 911 254

営業外収益 4,345 4,277 △ 68

他会計補助金 924 944 20

長期前受金戻入 3,172 3,075 △ 97

発電収益 241 250 9

その他収益 8 8 0

収益的支出 7,598 8,208 610

営業費用 7,480 8,072 592

維持管理費 3,573 4,280 707

減価償却費 3,907 3,791 △ 116

営業外費用 118 136 18

支払利息 117 119 2

その他費用 1 17 16

155 837 682 経常収支比率　110.2％

0 3 3

0 0 0

0 3 3

155 840 685

資本的収入 1,744 1,601 △ 143

国交付金 1,054 1,072 18

建設負担金 320 139 △ 181

企業債 320 376 56

受託事業収入 50 9 △ 41

その他資本的収入 0 5 5

資本的支出 2,635 2,836 201

建設改良費 1,749 1,936 187

企業債償還金 886 900 14

891 1,253 362

※四捨五入により合計等が合わないことがある。

純利益（又は純損失）

資
本
的
収
支

資本的収入が資本的支出に
不足する額

区分

収
益
的
収
支

経常損益

特別利益

特別損失

特別損益



栃木県流域下水道事業経営戦略の改定案について 

令和６(2024)年 10 月 3日  

  

１ 改定の目的 

栃木県流域下水道事業経営戦略（R2～R11）については、本県流域下水道事業の経営基盤の強化等を図

り、将来にわたり安定的・継続的な事業経営を推進するため、令和 2 年 3 月に策定されたところである

が、策定後 5 年を経過することから、これまでの実績等を踏まえ後半 5 年間の指標等について見直し、

戦略の改定を行うものである。 

 
２ 主な改定の内容 

 今回の改定は、計画前半期の成果を元に時点修正を行うため、計画期間及び経営方針は保持し、後半 

期の成果指標の目標値、後半期の投資・財政計画について検討・見直しを実施する。 

１）成果指標の目標値の見直し 

  第２期ストックマネジメント計画に基づいた改築・更新設備数 

  第２期下水道総合地震対策計画を踏まえた施設（幹線管渠、中継ポンプ場、処理場）の耐震化率 

  過去の実績等を踏まえた、温室効果ガス排出量の削減量、下水汚泥の有効利用率 等 

 

２）投資・財政計画の見直し 

  過去 5年間の事業実績を反映した収支計画の見直し 

 

３ 今後のスケジュール（予定） 

R6.10 月  経営評価委員会にて素案の説明 (本日) 

   11 月    経営戦略最終案の市町意見照会 

   12 月  経営評価委員会にて最終案の説明 

 R7.2～3月   経営戦略改定、庁議、県土整備委員会報告、公表 

     

 
参考 経営戦略の概要 

１） 計画期間 令和 2 年度から令和 11年度の 10年間 

２） 経営方針 将来にわたって安定的な下水道サービスを提供します 

基本目標 ①安全で安心な下水道施設を次世代に引き継ぎます 

     ②環境にやさしい、「エコなとちぎづくり」に努めます 

     ③健全で持続可能な経営を目指します 

資料２-1 



栃木県流域下水道事業経営戦略の成果指標の見直し（案） 令和６(2024)年10月３日

実績 現行目標 現行目標 見直し案 現行目標 見直し案

基本
目標

施策目標 施策 取組項目 指標 R5
2023末

R5
2023末

中間年度
R6
2024

中間年度
R6
2024

最終年度
R11
2029

最終年度
R11
2029

指標概要 見直し理由

中継ポンプ場・処理場の維持管理等 処理場の処理能力（千m3/日） 210.7 210.7 210.7 210.7 223.6 217.1

下水道の処理能力を確保するため、計画的な施設の整
備を進める。
R4（2022）年度～R7（2025）年度にかけて中央処理区で
増設工事を実施している。

当初経営戦略策定後に中央処理区の増設工
事に関する設計業務委託を行い、必要処理
能力が変更（2池→1池）となったため、見直し
を図る。

幹線管渠の維持管理 老朽化した幹線管渠の調査・点検
一巡目
（100％）

一巡目
（100％）

二巡目 二巡目 三巡目 三巡目

マンホール内及び管口部分の定期目視点検を実施し、
その結果を踏まえて詳細調査を実施する。
R6（2024）年度から二巡目、R11（2029）年度から三巡目
を予定している。

変更なし

②ストックマネジメント
　の推進

ストックマネジメントの導入 改築・更新を実施した主要設備数（累計） 49設備 49設備 53設備 50設備 66設備 61設備

ストックマネジメント計画により、R11（2029）年度までに
改築更新が必要な66設備（累計）を設定し、対策を実
施。
(＊設備：機械設備、電気設備等)
累計６６設備　→　６１設備

資材価格が高騰しており、今後も事業費の増
大が見込まれることから目標設備数の見直し
を図る。

幹線管渠の耐震化率（％）

116%
（４９８箇所

／全体４３１箇所）

（全体1978箇所の場合
２５％）

79%
（３４２箇所

／全体４３１箇所）

（全体1978箇所の場合
１７％）

66%
（２８５箇所

／全体４３１箇所）

（全体1978箇所の場合
１４％）

29%
（５７８箇所

／全体１９７８箇所）

100%
（４３１箇所

／全体４３１箇所）

56%
（１１１１箇所

／全体１９７８箇所）

下水道総合地震対策計画により、「耐震化実施数/全
体数」の割合（％）を設定し、耐震化を実施。
(＊箇所：マンホールと管渠の接続部)
全体４３１箇所　→　１９７８箇所

当初想定以上の進捗が図れたため、対策必
要箇所数の見直しを図る。

中継ポンプ場・処理場の耐震化率（％）
36%
（１９施設

／全体５３施設）

36%
（１９施設

／全体５３施設）

51%
（２７施設

／全体５３施設）

45%
（２４施設

／全体５３施設）

100%
（５３施設

／全体５３施設）

66%
（３５施設

／全体５３施設）

下水道総合地震対策計画により、「耐震化実施数/全
体数」の割合（％）を設定し耐震化を実施。
(＊施設例：中継ポンプ場、流入渠等)
全体５３施設

耐震診断や詳細設計を実施した結果、当初
想定より工事費が増大したことや想定より施
工が困難であり、対策に時間を要すことが判
明したため、対策必要箇所数の見直しを図
る。

３　地球温暖化
　　への対応

⑥温室効果ガス排出量
　の削減

再生可能エネルギーの活用及び
省エネルギー型設備等の導入

再生可能エネルギー導入等によるCO2削

減量（ｔ-CO2／年）
4102t/年 3750t/年 3800ｔ/年 4100t/年 4000ｔ/年 4100ｔ/年

再生可能エネルギー（消化ガス）の有効利用により発電
される電力量から「CO2削減量」を算出したもの。

省エネルギー型設備の導入は、過去10年トレンドの削
減係数に基づき2018年を基準に算出したもの。(＊消費
電力量×排出係数（0.000496）)

過去の実績踏まえ、消化ガス発電及び水処
理運転の安定稼働を維持する

４　循環型社会
　　への貢献

⑦下水道資源の有効利用 下水汚泥の有効利用
下水道汚泥の有効利用率（％）
＝有効利用量/発生量×100 93% 85% 78% 100% 82% 100%

下水道資源の有効利用を推進するため、下水汚泥の
有効利用率(セメント等へ再利用等)を設定したもの。

R5に汚泥再利用可能な、新規受入施設の確
保による有効利用量の増加

経常収支比率（％）
＝経常収益／経常費用×100

110.2% 100%以上 100%以上 100%以上 100%以上 100%以上

単年度において、市町負担金等の収益で維持管理費
や支払利息等の費用をどの程度賄えているかを表す指
標。
＊　赤字＜100％＜黒字

変更なし

企業債残高（円） 79.9億円 78億円 72億円 72億円 46億円 52億
地方公営企業において建設改良費に充当するために
借入を行う地方債（借金）の残高。

耐震化工事等の前倒しや資材価格の高騰に
より、年度毎の新規借入が増加したことによ
る引上げ。

※アンダバー
　見直し実施の指標

※アンダバー
　見直し実施の指標

施設の耐震化

Ⅰ
維持
整備

１　下水道機能の
　　維持向上

①効果的・計画的な
　維持管理の実施

２　災害に強い
　　下水道の実現

④災害対策の推進

Ⅱ
環境

Ⅲ
経営

６　財政マネジ
　　メントの向上

⑪地方公営企業法の適用 財務諸表の作成

資料2－3



 

栃木県流域下水道事業経営戦略に係る投資・財政計画の見直し（案）について 

R6（2024）.10.3 上下水道課事業管理担当 

 
（１）流域下水道事業全体の収支計画 
   

【収益的収支】 
・前期に引き続き、計画的な点検・修繕等の実施により経費を縮減し、維持管理費の増加を極力抑制

するよう計画しています。 
 【資本的収支】 
  ・建設改良費は、思川浄化センター（R4 増設工事完了）及び県央浄化センター（R7 増設工事完了予 

定）の水処理施設増設のほか、ストックマネジメント計画に基づく施設の改築・更新や下水道総合 
地震対策計画に基づく施設の耐震化を実施するための必要額を算出し、事業費の平準化を考慮し 
て計画しています。 

 

資料２－４ 



（２）今後の修正予定について 
R6.8 時点における市町への意見照会及び R6.4 公表の静岡県照会のとりまとめ結果等を踏まえ、

以下の点において今後修正を行う予定です。 
 

① 現時点では、物価上昇率は見込んでいない。 
→ 他県照会の結果を踏まえ、内閣府による「中長期の経済財政に関する試算（R6.7.29 経済財

政諮問会議提出）」に基づき、維持管理費に反映する物価上昇率を 2.0％とする。  
  ② 現在、企業債の新規借入に係る利率を 0.82％（R6.3 時点）としている。 

→ 内閣府による「中長期の経済財政に関する試算（R6.7.29 経済財政諮問会議提出）」におい
て、名目長期金利は R7 から R11 にかけて 1.2％～2.1％まで上昇するものとして試算され
ていることから、当該試算値を各年度の利率として用いることとする。 

③ 現時点では、R6 予算と同額で見込んでいる項目がある。 
→ R7 当初予算編成が完了し次第、R7 数値の置き換えを行う。 
  さらに、R8～R11 数値のうち、R6 予算と同額で見込んでいる項目について、R7 予算への

置き換えを行う。 


